
発生段階ごとの対策概要
（千代田区新型インフルエンザ等対策行動計画）

未発生期 海外発生期 国内発生早期 都内発生早期
都内感染期
（医療）第1→第2
→第3ステージ

小康期

実施体制

・計画作成、見
直し
・実施体制構築
・関係機関との
連携強化

サーベイラン
ス・情報収集

・通常業務体制
・鳥インフルエン
ザ等発生時は
収集等を強化

・全数把握等中
止、重症者及び
死亡者に限定し
た情報収集

・再流行、ウイル
スの変異による
病原性変化に注
意

・海外発生状況
・感染が疑われ
るときの対応、
受診先案内等

・相談センター
継続、患者は相
談センターを介
さず直接受診

・施設等へ、感
染予防策徹底
の呼びかけ

医療提供体
制

・地域医療体制
　整備促進
・訓練や研修の
　実施

全医療機関で診
療。院内体制「通
常」→「強化」→
「緊急体制」

平常体制へ復
帰

・要援護者への
生活支援
・中小企業への
支援等

・対策実施準備
緊急事態宣言後
・都が行う施設使用制限や外出自粛要請等への協
力、不要不急の外出自粛要請等

緊急事態宣言有－住民接種（臨時接種）

基本的な感染予防対策の啓発

予防・
感染拡大防

止

感染拡大防止
策協力要請の
解除

予防接種
・予防接種体制
整備

・特定接種開始
・住民接種準備

第二波に備え、
未接種の区民に
接種を勧奨

緊急事態宣言無－住民接種（新臨時接種）

情報提供
・共有

・普及啓発
・情報提供体制
構築
・鳥インフルエン
ザ発生状況

・第一波終息の
発表、第二波へ
の注意呼びかけ
等

区民相談

・新型インフルエンザ相談センター（以下「相談センター」）設置
・コールセンターの機能強化（簡易な相談・問合せへの対応）
・主な相談窓口の一覧を作成。全庁的に共有し、HPにも掲載。

・相談体制整備

・国内外の発生状況等（特に都内及び区内）
・相談体制強化
・緊急事態宣言時は、内容の周知、呼びかけ等

・相談窓口、体
制の縮小

・東京感染症アラートに基づく患者の全数把握実施
・保育所や学校での集団発生探知強化
・臨時のサーベイランス追加実施

・感染疑いのある者に対し、受診先及び受診時の注
意事項の説明。
・専門外来受診は、必ず相談センターを介して行う。

感染が疑われる患者は、相談センターでふりわけ、
新型インフルエンザ専門外来を受診。検査で確定さ
れた患者は、感染症指定医療機関に入院勧告。

・患者発生に備
えた対応の準
備、臨時休校の
基準の検討等

・感染拡大の恐れがあるときは、
施設や学校の臨時休業を要請

・広報対策担当設置（保健所内健康危機管理対策連絡会、健康危機
管理対策本部、新型インフルエンザ等対策本部）
・関係機関への情報提供、対応依頼等

区民生活・
社会機能

・要援護者把握
・要援護者への
　支援検討
・備蓄呼びかけ

・事業者へ、従
業員の健康管
理徹底や感染
症対策周知

消費者としての適切な行動呼びかけ、生活関連物
資の価格安定等要請

緊急事態措置
の縮小、中止・要援護者への生活支援準備

・遺体一時収容場所設置の準備

区BCP
※行動計画
策定後に改定

・BCP整備
・特定接種対象
者の把握
・備蓄

・対象者への特定接種
・健康危機対策本部、区対策本部設置後は、各分掌事務に従い、新
型インフルエンザ等対策に全庁的に取り組む他、BCPに従って各部
署の優先業務に従事

平常体制へ復
帰

緊急事態
宣言解除
後、本部
廃止 

国等本部
未設置 

国等本部設置後 
健康危機管理対策本部 or 新型インフルエンザ等対策本部
（任意） 

緊急事態宣言後 
特措法に基づく新型インフルエンザ等対策本部 
※住民予防接種その他の緊急事態措置 

政府対策本部の下で決定される「基本的対処方針」に基づき、対策を実施する。 

保健所内健康危機管理対策連絡会 

国本部等
廃止後、
本部廃止 


